
高齢者施設における防火・避難規定等の建築基準法令に関する注意点について
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１ 高齢者向け施設における建築基準法令等の遵守について

建築基準法では不特定多数の方が使用、就寝等をする用途の建築物を特殊
建築物と定め、これらに適用する防火や避難に関する規定を強化しています。
通所介護施設などの福祉施設は、ご高齢の方や自力避難の困難な方が日常的
に利用する建築物で、一旦事故が発生すると大事故に発展する恐れがあるこ
とから、その性質上「特殊建築物」に該当します。 施設を所有・管理され
る皆様におかれましては、人命を預かっているということをあらためて認識
していただき、建築基準法令を遵守し、適切な管理をお願いします。
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（１）建築基準法令への適合について

建築物を竣工後も常に適法な状態に保つことは、所有者、管理者又は占有
者の責務です（建築基準法第８条より）。建築基準法令により規定された建
築物の防災チェックポイントを掲載いたしましたので、ご確認のうえ、適正
な維持管理をお願いいたします（参考資料３ページ）。
また、建築物の新築や増築、用途変更等の際は、防火・避難規定など現行

の建築基準法関係規定に適合するよう計画する必要があります。建築基準法
令等は専門的な内容となりますが、安全性を確保するために重要な項目です。
新築や増築、用途変更等を行う際は、建築士など建築の専門家や建築行政窓
口等にご相談のうえ、適切な手続きを行ってください。建築基準法令等に適
合しない建築物は、違反建築物として是正指導の対象となる場合があります
のでご注意ください。
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２ 管理上の注意点について （１）建築基準法令への適合について



２ 管理上の注意点について
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（２）建築基準法に基づく定期報告について

① 定期報告制度の概要

横浜市では、建築基準法第12条第１項及び第３項の規定に基づき、一定
の用途及び規模の建築物の所有者等は、定期的にその建築物の状態や建築
設備について資格者に調査・検査をさせ、その結果を横浜市に報告するよ
う義務付けています（定期報告制度といいます）。報告の周期は、建築物
が３年に１度、建築設備・防火設備が１年に１度です。
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（2）建築基準法に基づく定期報告について



② 定期報告の対象建築物について

一定規模以上の入所者のための宿泊施設を有する老人福祉施設、老人
ホーム、介護老人保健施設、病院は、定期報告の対象建築物となります。
詳しい制度の内容については横浜市の「定期報告」ホームページをご覧

いただき、対象建築物に該当する場合は、定期報告を行っていただきます
ようお願いします。
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２ 管理上の注意点について （2）建築基準法に基づく定期報告について

横浜市 定期報告 検索🔍🔍



福祉施設等での定期報告の対象となる建築物

老人福祉施設、老人ホーム、介護老人保健施設、病院の用途に供する部
分が次のいずれかに該当する場合は、定期報告が必要となります。

ア 床面積が100㎡を超える部分が、３階以上又は地階にあるもの

イ ２階部分の床面積が300㎡以上のもの

２ 管理上の注意点について
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床面積100㎡超

２階部分の床面積300㎡以上

床面積100㎡超

５階

４階

３階

２階

１階

２階

１階

パターン① パターン②
パターン③

パターン④

床面積の合計
100㎡超

（例）

（例）

３階
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１階

２階

１階

地下１階



建築物の防災チェックポイント一覧
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建物を常時適法な状態に保つことは、所有者、管理者、占有者の責任です
（建築基準法第８条）。参考資料の「建築物の防災チェックポイント」を
活用して、建築物の適切な管理にお役立てください。

建築物の防災チェックポイント一覧





○ 防火戸ステッカーの種類

○ 防火戸ステッカーの使用例



◇横浜市建築局違反対策課
tel:045-671-3856

無償提供 → デザインデータ提供→
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